
       （１）介護保険の給付の対象となるサービス（基準介護サービス）

　【サービスの概要】

　　①食　　事

当事業所では、管理栄養士の立てる献立表により、栄養、利用者の身体の状況及び　

嗜好を考慮した季節感に富んだ食事を提供し、利用者の状況にあわせた食事全般の

介助を行います。

調理は専門の委託会社が行っています。

利用者の自立支援のため原則として食堂にて摂取していただくようになります。

　　　　　　〔提供する食事時間〕

　　　　　　　　朝食：７時３０分　昼食：１２時００分　夕食：１８時００分　　

　　②入　　浴

　　　　どのような身体状況でも職員の介助により見晴らしの良い浴室で入浴を楽しんで頂けます

　　　　　　〔入浴提供日〕

　　　　　　　　個浴により２回/週、希望に応じて3回/週入浴ができます

　　　　体調不良などにより入浴できない場合には、必要に応じて適宜清拭を行います。

    ③排　　泄

　　　　排泄の自立を促すため、利用者の身体能力を最大限に活用した援助を行います。

　　④日常生活動作訓練

　　　　利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な日常の動作訓練を実施　　　　　

　　　　します。

　　⑤健康管理

　　　　利用者の健康の状況に注意するとともに健康の保持につとめます。

　　　　尚、緊急時にはご家族と連絡の上、対応いたします。

　　⑥教養娯楽

　　　　遠足・まつり・敬老お祝い会・餅つき会といった様々な行事などを行いますので、ご希望の

　　　　方はふるってご参加下さい。

また、日課の中で「お楽しみ時間」を設け、趣味、娯楽の提供を行っています。

　　⑦生活相談

　　　　利用者及び家族の必要な相談に応じます。

　　⑨その他の自立への支援　　

　　　　寝たきり防止のため、できる限り離床に努めます。

　　　　生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。

　　　　清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。　

　【サービス利用料金（１日当り）】

　　　　居住費、食費を除き、原則として、利用料金の９割が介護保険から給付されますので、

　　　　入所者本人の負担は利用料金の１割となります。尚、利用料金は利用者の要介護度

　　　  に応じて異なります。

　　　  また、第１号被保険者で合計所得金額が一定以上の所得者については自己負担額は

　　　　２割・３割（平成３０年８月より適用）となります。市町村から認定者全員に交付される

　　　　「負担割合証」で確認します。詳しくは次の料金表をご欄下さい。

指  定  短  期  人  所  生  活  介  護
特別養護老人ホームかねやまホーム

利　 　 　用　  　　料  　　　金  　　　表

【令和 ４年 １０月　１日現在】

当事業所が提供するサービス内容と利用料金は以下のとおりです。



　

　

（注） 連続３０日を越えて指定短期入所生活介護を利用された場合、３０日を超える日の

翌日（１日）分のみ、介護保険給付の対象となりません、上記利用料金表１日分と

加算項目の１日分が全額負担となります

 《特定入所者介護サービス費》　 

　　 ★　 利用者の所得に応じ、上記４及び５の滞在費と食事に係る費用が軽減されます。

　　　　このサービスを受けるには、市町村へ申請し、介護保険負担減額認定証を受ける必要が

     　 あります。費用は認定証に記載されている負担限度額となります。負担限度額の詳細は

　      使用する居室の形態によって以下の通りとなります。

（注意事項）　２割又は３割負担に該当する場合は、上記料金表の 　「３．サービス利用
　　　　　　　に係る自己負担額」は各介護度に表示されたの料金の ２倍・３倍となります。

１，１７１円

７，８６６円

８，７４０円

１． サービス利用料金

３．サービス利用に係る
自己負担額(1-2) ５９６円

２．うち、介護保険から
給付される金額

６６５円

４．滞在費（居室に係る
自己負担額）

 ６．自己負担額合計
２，８６９円

 ５．食費に係る自己

     負担額

７３７円 ８０６円

８５５円

２．うち、介護保険から
給付される金額 ５，９８５円 ６，６３３円

　　　　　　　に係る自己負担額」は各介護度に表示されたの料金の ２倍・３倍となります。

要介護１ 要介護３要介護２

８，０６０円

（注意事項）　２割又は３割負担に該当する場合は、上記料金表の 　「３．サービス利用

３，０３７円

《 １割自己負担の場合の利用料金表　》

　　　　　　　 要介護度
項　目

７，３７０円５，９６０円 ６，６５０円

多　床　室　利　用　の　場　合

要介護５要介護４

１． サービス利用料金

３，１０６円

８，７４０円

要介護３

５，３６４円 ５，９８５円 ６，６３３円 ７，８６６円

１，３９２円　（令和3年8月から1,445円となります）

３，４９０円

         ※該当される場合は、詳細について担当者よりご説明いたします。

７，２５４円

５，９６０円 ６，６５０円

７３７円

８，０６０円

３，４２２円３，３５３円

１，３９２円　（令和3年8月から1,445円となります）

４．滞在費（居室に係
る自己負担額）

２，９６５円
     (3+4+5)

　　　　　　　 要介護度項
目

　従　来　型　個　室　利　用　の　場　合

要介護１ 要介護４ 要介護５要介護２

７，２５４円

８７４円６６５円

５，３６４円

３．サービス利用に係
る自己負担額(1-2) ５９６円

７，３７０円

         ※該当される場合は、詳細について担当者よりご説明いたします。

個室ご利用の場合

３，１７４円

※新型コロナウィルス感染症に対応するための特例的な評価として、令和3年9月末までの間、

     (3+4+5)

８０６円 ８７４円

 ６．自己負担額合計
３，２８１円

 ５．食費に係る自己

     負担額

　上記の【1.サービス利用料金】が０．１％上乗せとなります。

３，２１２円



 

『その他の費用 』
下記の①～⑰までの各加算についても、原則１割の負担額が表示されていますが

合計所得金額が一定以上の所得者についてはサービス利用料金と同じ負担割での

金額となります。

※該当される場合は、詳細について担当者よりご説明いたします。

420 円

円

円円

円

円

1,300

600

円

利用者負担
第３段階①

世帯の全員
(世帯を分離
している配偶
者を含む)が
市民税非課
税

本人の年金収
入額＋その他
の合計所得金
額が年額80万

円以下

かつ、預貯金
等の合計が

650万円(夫婦
は、1,650万円)

以下

370

本人の年金収
入額＋その他
の合計所得金
額が年額120万

円超

かつ、預貯金
等の合計が

500万円(夫婦
は、1,500万円)

以下

820

820

円

円

300

300

1,300

利用者負担
第３段階①

円円

本人の年金収
入額＋その他
の合計所得金
額が年額120万

円超

生活保護や老齢福祉年金受給者等

1,000

利用者負担
第２段階

370

320

円

利用者負担
第１段階

生活保護や老齢福祉年金受給者等

利用者負担
第３段階②

円

600

1,000

円

円

本人の年金収
入額＋その他
の合計所得金
額が年額81万
円超120万円以

下

滞　　在　　費 食　　　　　費

利用者負担
第１段階

利用者負担
第３段階②

１  日  当  り  の  負　担　限　度　額　（  多  床  室  ）

世帯の全員
(世帯を分離
している配偶
者を含む)が
市民税非課
税

0

370

かつ、預貯金
等の合計が

650万円(夫婦
は、1,650万円)

以下

区　　　　　分 滞　　在　　費

１  日  当  り  の  負　担　限　度　額　（  従来型個室  ）

かつ、預貯金
等の合計が

550万円(夫婦
は、1,550万円)

以下

本人の年金収
入額＋その他
の合計所得金
額が年額81万
円超120万円以

下

本人の年金収
入額＋その他
の合計所得金
額が年額80万

円以下

円

区　　　　　分

食　　　　　費

かつ、預貯金
等の合計が

550万円(夫婦
は、1,550万円)

以下

かつ、預貯金
等の合計が

500万円(夫婦
は、1,500万円)

以下

利用者負担
第２段階



① (1)看護体制加算（Ⅰ）

・特別養護老人ホームとは別に常勤看護師が１名以上配置されている場合

(2)看護体制加算（Ⅱ） ４円/１日

・特別養護老人ホームの看護職員配置にかかわらず、短期入所生活介護事業所

での勤務時間を、常勤の従事者が勤務すべき時間数で除した数が、利用者の数が

２５またはその端数を増すごとに１以上となる場合 ８円/１日

(3)看護体制加算(Ⅲ)イ

・看護体制加算(Ⅰ)の要件を満たしており、前年度又は算定日が属する月の前３月

間の利用者の総数のうち、要介護３以上の利用者の占める割合が１００分の７０以上

で、定員が２９人以下の場合 １２円/１日

(4)看護体制加算(Ⅲ)ロ

・看護体制加算(Ⅰ)の要件を満たしており、前年度又は算定日が属する月の前３月

間の利用者の総数のうち、要介護３以上の利用者の占める割合が１００分の７０以上

で、定員が３０人以上５０人以下の場合 ６円/１日

(5)看護体制加算(Ⅳ)イ

・看護体制加算(Ⅱ)の要件を満たしており、前年度又は算定日が属する月の前３月

間の利用者の総数のうち、要介護３以上の利用者の占める割合が１００分の７０以上

で、定員が２９人以下の場合 ２３円/１日

(6)看護体制加算(Ⅳ)ロ

・看護体制加算(Ⅱ)の要件を満たしており、前年度又は算定日が属する月の前３月

間の利用者の総数のうち、要介護３以上の利用者の占める割合が１００分の７０以上

で、定員が３０人以上５０人以下の場合 １３円/１日

※看護体制加算(Ⅲ)及び看護体制加算(Ⅳ)を同時に算定することは可能

　 看護体制加算(Ⅰ)及び看護体制加算(Ⅲ)を同時に算定することは不可

　 看護体制加算(Ⅱ)及び看護体制加算(Ⅳ)を同時に算定することは不可

② 夜勤職員の体制に係る加算

していること、安全体制を確保していること

(1)夜勤職員体制加算(Ⅰ)

・夜勤を行う介護職員または看護職員の数が規定の数に１を加えた数以上の場合

１３円/１日

(2)夜勤職員体制加算(Ⅱ)

・ユニット型の施設において、夜勤を行う介護職員または看護職員の数が規定の数

に１を加えた数以上の場合 １８円/１日

(3)夜勤職員体制加算(Ⅲ)

・夜勤職員体制加算の内容に加えて、夜勤時間帯を通じて、看護職員を配置してい

ること又は喀痰吸引等の実施ができる介護職員を配置している場合 １５円/１日

(4)夜勤職員体制加算(Ⅳ)
・ユニット型の施設において、夜勤職員体制加算の内容に加えて、夜勤時間帯を

通じて、看護職員を配置していること又は喀痰吸引等の実施ができる介護職員を

配置している場合 ２０円/１日

を設置し、必要な検討等実施、なおかつ、夜勤職員全員がインカム等のICTを使用

機器を利用者数の10%以上に設置、機器を安全かつ有効に活用するための委員会

見守り機器を導入した場合は+0.6名分の職員配置(人員基準緩和適用しない場合)、

夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を上回る（+１名分）職員を配置している



③ 専従の機能訓練指導員を配置している体制に係る加算 １２円／１日

④ 個別機能訓練加算 ５６円／１日

専従の機能訓練指導員が、利用者個々に機能訓練を行った場合

⑤ 生活機能向上連携加算

(1)生活機能向上連携加算(Ⅰ) １００円/３月

・リハビリを行う医療機関の理学療法士等や医師からの助言を受けることができる

 体制を構築し、助言を受けた上で、機能訓練指導員等が生活機能向上を目的

 とした個別機能訓練計画を作成等した場合

※ ３ヶ月に１回の加算となります。

(2)生活機能向上連携加算(Ⅱ) ２００円/月

・リハビリを行う医療機関の理学療法士等や医師が事業所に訪問し、事業所の

 職員と共同でアセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成した場合

⑥ 認知症専門ケアに係る加算

(1)認知症専門ケア加算(Ⅰ)

・施設における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来す恐れのある症状もしくは

行動が認められることから介護を必要とする認知症者の占める割合が２分の１以上

の場合 ３円/１日

(2)認知症専門ケア加算(Ⅱ)

・加算(Ⅰ)の基準に適合しており、認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了

している者を１名以上配置し、事業所又は施設全体の認知症ケアの指導等を実施

している場合。それに加えて、介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修

計画を作成し、計画に従い、研修を実施又は実施を予定している場合 ４円/１日

⑦ 認知症行動・心理症状緊急対応加算　…　入所した日から７日間を限度 ２００円/１日

・ご利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期入所生活介護

が必要であると医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所

の職員と連携し、ご利用者または家族の同意の上、指定短期入所生活介護の利

用を開始した場合

ただし、以下に該当する場合には加算できません

ア）病院または診療所に入院中の方

イ）介護保険施設等に入所中の方

ウ）グループホーム、短期入所生活介護をすでに利用されている方

⑧ 若年性認知症利用者受入加算 １２０円/１日

・若年性認知症である方が、指定短期入所生活介護を利用された場合

ただし、⑦が加算されている場合は重複して加算することはできません

⑨ 送迎加算 １８４円/片道

・ご利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認め

られる方に対して、その居宅から指定短期入所生活介護事業所との間の送迎を

行う場合

送迎可能な日時　　　月～金曜日　（除く祝日）　９：００～１６：００



⑩ 緊急短期入所受入加算　…　入所した日から７日間 ９００円/1日

・居宅サービス計画において計画的に行うこととなっていない指定短期入所生活

介護を緊急に行った場合

ただし、⑦を算定している場合は該当とはなりません。また主介護者の疾病等や

むを得ない事情がある場合には14日間となります。

⑪ 療養食加算 ８円/１回

　 ・医師の発行する食事せんに基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する

糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食

痛風食及び特別な検査食を提供した場合

⑫ 在宅中重度者受入加算

・当該利用者が利用していた訪問看護事業所に健康上の管理等を行わせた場合

(1)看護体制加算(Ⅰ)を算定している場合 ４２１円/１日

（看護体制加算（Ⅱ）を算定しない場合に限る）

(2)看護体制加算(Ⅱ)を算定している場合 ４１７円/１日

（看護体制加算（Ⅰ）を算定しない場合に限る）

(3)看護体制加算（Ⅰ）及び(Ⅱ)をいずれも算定している場合 ４１３円/１日

(4)看護体制加算を算定していない場合 ４２５円/１日

※上記⑫のうち(１)～（４)はいずれか一方該当するものを算定します

⑬ 医療連携強化加算 ５８円／１日

重度者の急変の予測や早期発見等のために看護職員による定期的な巡視や、

主治医と連絡が取れない等の場合における対応に係る取り決めを事前に行うなど

の要件を満たし、実際に重度な利用者を受け入れた場合

⑭ サービス提供体制強化加算

(1)サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２円/１日

・介護職員総数のうち介護福祉士の占める割合が８割以上または、

  勤続１０年以上の介護福祉士の有資格者が３．５割以上いる場合

(2)サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８円/１日

・介護職員総数のうち介護福祉士の占める割合が　６割以上

(3)サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ６円/１日

・介護職員総数のうち介護福祉士の占める割合が５割以上いる場合

・常勤で配置させれている職員が７．５割以上いる場合

・勤続７年以上の職員が３割以上いる場合

※上記⑭のうち(１)～（３)はいずれか一方該当するものを算定します

⑮ 介護職員処遇改善加算

（1）介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 総単位数×加算率(８．３％)／1日

・サービス利用料金及び各加算金額の自己負担額の合計に加算率（８．３%）を乗じた金額

（2）介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 総単位数×加算率(６．０％)／1日

・サービス利用料金及び各加算金額の自己負担額の合計に加算率（６．０%）を乗じた金額

（3）介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 総単位数×加算率(３．３％)／1日

・サービス利用料金及び各加算金額の自己負担額の合計に加算率（３．３%）を乗じた金額

　　　　　　　　　　　　　(１日３食を限度とし、１食を１回として、１回単位の評価とする)



⑯ 介護職員等特定処遇改善加算

（1）介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 総単位数×加算率(２．７％)／1日

・サービス利用料金及び各加算金額の自己負担額の合計に加算率（２．７%）を乗じた金額

（2）介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 総単位数×加算率(２．３％)／1日

・サービス利用料金及び各加算金額の自己負担額の合計に加算率（２．３%）を乗じた金額

⑰ 介護職員等ベースアップ等支援加算 総単位数×加算率(１．６％)／１月

・サービス利用料金及び各加算金額の自己負担額の合計に加算率（１．６%）を乗じた金額

※ただし、処遇改善加算・特定処遇改善加算の単位数は除く

介護職員の処遇改善において、令和4年度介護報酬改定を行い、介護職員等の賃金引き上げ

を目的とした措置を講じる為の加算

　★　ご利用者がまだ要介護認定を受けていない場合、居宅サービス計画が作成されていな

　  い場合、保険料を滞納している場合でもご利用することができます。サ－ビス利用料金の全

    額をいったんお支払いいただきますが認定を受けた後、居宅サービス計画が作成された後、

    保険料を支払った後、本人負担分を除く金額が介護保険からご利用者に払い戻されます。

　　　 払い戻しの際に必要な「サービス提供証明書」を交付しますので、これを市町村の窓口に

　　提示して償還を受けて下さい。

       （２）介護保険の給付の対象とならないサービス（基準外サービス）
          以下のサービスは、本人の希望によりご利用した場合に利用料金の全額がご入所者の

　　　 負担となります。

　【サービスの概要と利用料金】

  　  ①通常の飲み物（お茶、牛乳など）及び通常のお菓子                

　　　②①以外の飲み物　　

・ジュース類

２４０円

３５０円

１７０円

　　　③介護保険の送迎加算に該当しない送迎に係る費用

　　 　   　入所期間中に施設に起因しない理由で体調等が不調になり、医療機関等の受診が

　　　　必要となった場合は原則として退所となり、ご家族による対応となりますが、

　　　　 身体状況にあった適切な車両の有無や運転者の有無、その他やむを得ない理由により

　　　　 ご家族での対応が困難である場合は、施設での対応も可能です。

その際に係る費用は次のようになります。

(1)当施設より協力病院である宮下病院までの範囲にある

   病院または診療所等への送迎にかかる費用

・車輌代　  　　 　　　　　　　　　  　　 　  無    料

・付添い料金 無    料

(2)上記(1)以外の地域にある病院等（宮下病院を起点として）

・車輌代　  　　 　　　　　　　　　  　　 　  ５０円／１ ㎞

・付添い料金（１名当り）

　　　１時間まで １，０００円

　　　以降３０分ごと 　  ５００円

　　※なお、時間帯が２２：００～０５：００の間は５０％の割増となります

・瓶ビール（大瓶）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・缶ビール（350ml） 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

介護保険からの給付額に変更があった場合は、変更された額に合わせて

　　ご利用者の負担額も変更します。

・酒　１合　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　

無   料

実　 費



      ④理髪代                                              　    １，５００円

  　　⑤日常生活において通常必要となる諸費用

　　　　 入所者の日常生活に要する費用で、入所者に負担いただくことが適当であることが

         認められる費用

　　　（例）ハブラシ、下着など     

　　　　　　・オムツ代、オムツカバー代は介護保険給付対象となっていますので、ご負担の

            必要はありません。
無　　料

入所中の方が施設で亡くなられた際に、施設看護職員・介護職員が、死後の処置
（身体の清拭・着替え・お化粧など）を行った場合の費用

３，５００円
３，０００円

　  　⑦機能回復訓練　　　　　　　　　　　 　　　　　　 　  　　　　　

　　　　 当施設では入所者の希望と身体状況を考慮した理学療法士の個別メニューに沿って

          リハビリのための各種訓練を定期的に実施します。

経済状況の著しい変化、その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に

変更させていただくことがあります。その場合、変更する内容と事由について

原則として変更の２ケ月前までにご説明します。

       （３）利用料金のお支払い方法
  　　　　利用料金の支払い方法は以下のいずれかとなります。

　【現金による支払い】　　

　　　１カ月のサービス料金の合計額を翌月の２８日までに支払うものとします。

　★　サービス料金の請求書に明細書を付して、当該月の翌日１５日までに入所者に直接

       お渡しします。支払いを受けた際は領収書を発行します。

　【口座振替による支払い】

　　　　１カ月のサービス料金の合計額を翌月２７日（金融機関が営業していない場合

　　　　は順次翌日）に入所者指定の金融機関から自動引き落としします。

　★　サービス料金の明細書を付した請求書を当該振替月の１５日までに入所者に直接

       お渡しします。支払いを受けた際は領収書を発行します。

　【振込による支払い】

　　　　１カ月のサービス料金の合計額を翌月２８日（金融機関が営業していない場合

　　　　は順次翌日）までに事業者指定の金融機関に振込むものとします。

　★　サービス料金の明細書を付した請求書を当該月の翌月１５日までに入所者に直接

　　　 お渡します。振込後、領収書を発行致します。

 

・ご遺体用ガーゼ寝まき代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　　⑥処置費用

・処置・清拭セット代　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　


